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1870年代末のインド政策とイギリス政党政治
保全にとって危険であり，現在必要なのは，総支娼の四割（約L500～1，600万ポンド）に及ぶ軍事
費を早急に肖lj減し，極度に緊迫した財政状態を緩和することである（レイング）。
　こうしたインド財政をめぐる対照的な現状認識の上で，議論は②アフガン戦争の性格をめぐり展
開していった。批判者側は，アフガン戦争を「帝国政策」Imperial　Policyの結果もたらされた「イ
ギリス帝國のための戦争」Imperial　Warであると断欝する。即ちアフガン戦争は，バルカン半島で
のUシアの南下政策に対抗するため，首掘ディズレリーが行なった「派乎な人気取りの政策」とジ
ンゴイズムJingoismの結果である。首稲ディズレリー窃身上院で「この戦争は，単にカイバル瞭や
ダッカ，ジャラババードの兵営にかかわるものではない：それは，ヨーロッパにおけるイギリスの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛1＄
影響力と地位に関する戦争である」と霧っていたではないか（フォーセット〉。直接のきっかけは，
現外梢（前インド相）ソールズベリーにより与えられた。つまり，今年3月末に「東方問題」をめ
ぐって対ロシア臨戦体嗣を敷いた政府は，インド軍を地申海マルタ島に急派した。これがロシアを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くゆ
刺激し，Uシァは対抗措置としてアフガニスタンに使節を派遺したのである。従ってアフガン戦争
は，インドに直接関係のない帝国の問題であるから，本国側がその経費を負担するのは当然である。
　こうした批判に対して政府側は，上院での発醤を一転させて，アフガン戦争はインドの戦争であ
ると主張した。即ち，強力な国境国家アフガニスタンの維持は，インドの安全保紐上不可欠であり，
戦争の欝的は，アフガン国境の戦略拠点を確保しインドの防衛を強化することにある。従ってその
恩恵に預かるインドが，アフガン戦争の全経費を負撰するのは当然であり，四〇年前に臨由党政
府が行なった第～次アフガン戦争の際も，インド財政が全経費を負握した前例があるではないか
　　　　　　　　　　　　　　　　　くゆ
（ジョージ・ハミルトン，スモレット〉と。
　最後に，下院の議論の中で，論点①②④以外に注麗に値することに若干齋及したい。その～つは，
自由党議員が「大不況」との関連でアフガン戦争を論じた点で，金属工業地帯シェフィールド
Shef｛ield選餓のマンデラMandella議員は次の様に述べた。「現在の（経済的〉顯窮は，1雛7年以来
最も深刻であり，その継続と悪化の原困は本国政府の棚にある。確かに初めの原困は経済的なもの
であった。しかし後になると，貿易を妨げ市場を揺るがし産業を駆逐した外交的諸要囲によって，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑱
園窮は深刻化し，繁栄の回復が妨げられてきた。」また，マンチェスターM餓ches鰹選繊のヤコブ・
ブライトJacob　Bright議員は，より具体的にソールズベリーの政策を批判する。　f　iングラン潜北部
から網次いでインド綿製晶輸入関税の撤廃を求めて大規模な代表顧が上京していた。……ソールズ
ベリー公は，一度ならず代表懸に対して，余剰金が生じるとできるだけ早く，1司税の撤廃に充当す
ることを約束していた。……まさにその時に彼は，インドにおける平和政策を覆し，余剃金をそう
した懲的に使用することを不欝能にしていたのであり，それは何と奇妙な符合であろう。……（中
略）……（ランカシャーでは〉紡績工場は閉鎖されるか，操業短縮を余儀なくされている。（従って）
葬常に多くのくイングランドの）貧しい入々は，インド財政余剃金のこうした不幸な処理方法をt
⑲
驚きと怒りをもって見つめるであろう」　（括弧内は筆者が補足）。岡じ綿工業地帯ランカシャー選
出であっても，保守党議員は「大不況」について何ら讐及していないことも指摘しておきたい。
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　今一っは，Imperialismという用語の評価をめぐる問題である。即ち，批判者側ls　lmperialismに
対し否定的であるのに対し，保守党政府側は次の様に積極的評価を与えている。「lmperialismは
……大きな責任，責務を持ち，世界に広がる大帝国の一部として，自己を認識することを意味する。
帝国は，機会があり次第捨てられるべき重荷ではなく，いかなる政府といえども捨て宏る勇気を持
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱
たぬ，大きな威信を持つものである」（AJ．バルフォア）。
　以上の一連の討議の末，採決が行なわれ，賛成多数（235対125）により政府側の決議が原案通り
可決された。これによって，第二次アフガン戦争の経費を全癒的にインド財政に押しつけることが
確定した。1878年12月の臨時国会は，政府の当初の冒的を実現し，岡日閉会したのである。
三　1879年4月の綿製品輸入関税撤廃論争
　1878年11月末，アフガニスタン領に侵攻した英領インド軍は，次々にアフガン軍を撃破しカーブ
ルをめざして進撃した。アミールはロシアに亡命し，インド軍はアフガン側の組織的抵抗を受ける
ことなく，翌79年5肩，カーブルに入城した。そしてインド政庁はアフガン側と講和条約を締結し
た。この時点で，保守党政府側の政策冒標が一時的に達成されたのであるが，それに先立つ1879年
4月4日，イギリス議会上下両院は，インド軍及びインド総督に対する感謝決議Vote・of・Thanksを
可決していた。ところが岡臼，下院において，1877年以来鎮静化していた綿製晶輸入関税撤廃論
　くめ
争が再燃したのである。そこで，第二次アフガン戦争と関税改革論争の関連性をさぐるため，最
　　　　　　　　　　　｛2）
後にこの論争を一瞥する。
　討議は，ランカシャー・ブラックバーンBlackbum選出自宙党議員ブリッグスBriggsの次の様な
動議提協で始まった。「綿製品に対するインド輸入関税は，インドの消費奮とイギリスの生産者に
とって等しく不公平であるから，同税は撤廃されるべきである。そして本院は，アフガン戦争に伴
コ　　　コ　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
う経費が，約束されている岡税の撤廃を延期するのに満足のいく根拠となるとは思わない」　（傍点
筆考〉。動議の前半部に関しては，既に1877年7月，下院で綿製品輸入関税撤廃決議が行なわれて
おり，翌1878年に，インド総督リットンの手で下級綿製晶に対する関税が部分的に撤廃されていた。
従って，この時点で改めて撤廃決議を要求する論拠として，イギリス綿工業界の長期不況の深刻化，
同税の保護の下でのインド紡績業の成長とイギリス製燕との競合，及び部分的な関税撤廃の効果が
不十分なことが主張された。この主張は，保守党，惣由党を問わず，綿工業地域ランカシャー選出
の議員により強く支持された。
　他方，主に非綿工業地域選出の自由党議員を中心に，インド賜政の均衡を重視し，本国費の増大，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
インド政庁負債の増加による財政難を理由に，隅税の全廃に反対する主張もなされた。しかしなが
ら，今やこうしたインドの利益擁護の立場は蠣く，同税撤廃を「インドの財政状況が許すまで」延
期するのは圏難な状況にあった。従ってブリッグス決議の重点も後半部に置かれていたように思え
る。彼霞身，アフガン戦争での膨大な軍事支畠を枇判して次の様に述べていた。「貴殿（インド相
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クランブルック）は，インドを，併合のための戦争に巻き込んだ。貴殿は，インド財政に負担を課
し，進歩の車輪の動きを妨げ，ふんだんに軍事費を使っておきながら，……実行すると約束してい
た平和的かつ必要な財政改革の実施が不可能であると宣言している。……我々は，貴殿に平和的な
改革を実行するよう求めている。……平和の勝利は，戦争による勝利よりも永続性があることを思
　　　　　　　　（5；
い出して欲しい。」
　論争を誘発する性格を持つブリッグス決議に対抗し，保守党議員ハードキャッスル懸ardcas漉が
修正動議を提出した。彼はブリッグス決議の後半部を悶題にし，「政府は，関税を撤廃できない理
由として，アフガン戦争を持ち出していない。……互いに何の関係もない二者を，政府に舛して敵
意を持つような恰好で並置するのは根拠がない。……帝国政府は，片時も，綿製品輸入関税の軽減，
廃止がランカシャーにとって重要であることを忘れたことはない1と述べ政府を弁護した。従って
彼の修正決議は，後半部に限定された。「本院は，綿製品輸入関税に関する最近の劇減を，帝国政
（5｝
府が保証した全面的撤廃への重要なステップとみなすことに賛成する。」概して保守党議員は，ブ
リッグス決議後半の「アフガン条項」を政党利害に基づく不当な政府批判と受け止め，ハードキャッ
スル提案を支持した。政府の兇解を代弁したインド省政務次官スタンホープE．Stanhopeも，「アフ
ガン条項」を排除しつつ，「政府は，（綿製晶輸入関税撤廃問題について）今までとってきた措遣を，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　コ　コ　コ　コ　　　の　　　　　　　　ぼタ
最終的なものとはみなさない。それは，目標達成への単なる一ステップである」　（傍点及び括弧内
補足は筆者）と述べ，関税改革問題についてのみ下院全体の嗣意を得るべく努力したのであった。
　議決の結果，ブリッグス決議の前半部は圧倒的多数でlly決されたものの，後半部は否決され，意
見調整の結果，最終的には政府見解に沿った次の様な綿製品輸入関税撤廃促進決議が可決された。
「綿製品に対するインド輸入関税は，インドの消費者とイギリスの生産者にとって等しく不公平で
あるから，岡税は撤廃されるべきである。そして本院は∫嗣税における最近の酬減を，帝国政府が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛8｝
保証した全面的撤廃への一ステップとして受諾するものである。」
　この討議を通じて，第二次アフガン戦争に伴う軍事費の増大が，インド財政難の最大の要困にな
り，従って経費削減による綿製最輸入関税撤廃の大きな障害になっていることが浮きぼりになった。
先に触れた「インド経費論争jに関する下院討議と嗣様に，ここでも野党の自臨党議員は，こうし
た保守党政府の政策の矛盾を指摘し，特に外交，経済爾政策を鋭く批判したのであった。
お　わ　り　に
　以上，第二次アフガン戦争と関税改革論争に焦点を絞って，1870年代末のインド政策を考察して
きた。最後に簡単なまとめを試みたいと思う。
　まず，轟該期の議会論争の中心になった第二次アフガン戦争は，自磁党議員を申心とする政府批
判側が指摘する様に，バルカン半島での英露対立＝「東方問題」に連関した帝国戦争1即erlal　War
であったと言える。保守党政府側は，上院では帝国問題として，下院ではインドに限定された戦争
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として，アフガン戦争の正当化を試みた。しかし，この政府答弁の矛盾そのものが，嗣戦争の特質
を明らかにしている。即ち，当時イギリスは，バルカン地域でトルコ保全策をめぐりロシアと鋭く
村立しており，イギリス帝国の中心的植民地であるインドは，経済的価値に加え，その戦略的重要
性を増していた。従って，インド防衛がイギリス帝国全体の至上命題であったのであり，インド問
題讐帝国問題であった。第二次アフガン戦争は，インドに隣接する戦略拠点アフガニスタンにおい
て，イギリスの覇権を確立し同国を保護国化するために，保守党ディズレリー内閣により強行され
た侵略戦争であった。その準備過程で，インド総督ノースブルック，外根ダービー，植民相カーナー
ヴォンとの政治的対立を引き起こした。そして反対者を排除したディズレリー内閣は，1858年イン
ド統治改善法を無視し，本国議会の国制上の権限を侵害する形で，岡戦争に着手したのであった。
　次にインド現地との関連で，経費負担の原則論と並んで，インド財政の負撞能力が現実問題になっ
た。政府批判者側が強調した様に，インド財政は硬直化し恒常的な赤字状態にあった。ただ1878年
度に限り若干の好転が予想されたが，それは飢饒救済の名欝でインド貧民に課された重税によるも
のであり，保守党政府は，そうして確保された飢謹救済資金をアフガン戦争に転用したのである。
この点に，現地の事情を無視し，インド根の権限を強化しつつ独裁的なインド統治を志向する保守
党の方針が明確に表われている。だがこの政策は，インド財政という現実の収奪基盤をめぐり矛盾
を内包していた。というのも，保守党は他方で，イギリス綿業資本の利害を擁護し都市部での勢力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
拡張をめざすため，インド綿製晶輸入関税の撤廃をもう一つの政策騒標として掲げていた。だが，
アフガン戦争による財政難でその実行は困難であり，嗣戦争は本国綿工業関係者の経済利害と矛盾
するものであった。従って，本国経済利害を反映したインド綿製品輸入関税撤廃と，世界戦略を重
視したアフガン戦争一以上二者を中核とする保守党のインド政策は，必然的に行き詰まり，自己
破綻を招くものであったと言える。
　最後に，イギリス本国の政党政治との関連について述べたい。本稿で紹介した1878年のアフガン
問題をめぐる臨時国会では，自由党を中心とする政府批判側は，保守党政府の意図する政策を阻止
することはできなかった。しかしながら1879年以後，恐慌による貿易不況の深刻化により政府の無
為無策に対して批判が強まった。野党自由党は政権を奪還すべく，グラッドストーンを中心に結束
し，アフガン戦争に象徴される保守党の外交政策を批判した。特に彼による1879年末一80年初頭
の「ミドロジアン・キャンペーン」Midlothian　Campaignは有名で，1880年総選挙での政権交代を
　　　　　　　　　　　　ゆ
実現する最大の要因になる。ヴィクトリア蒔代中期から，自由党ホイッグ貴族により，インド統治
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
と本国政党政治を厳格に分離すべきであるとの主張が繰り返され，当該期においてもノースブルッ
クカ洞様の主張を行なった。しかしそうした主張とは裏腹に，第二次アフガン戦争を契機に，本国
政党政治が全藤的にインド政策に反映されると共に，本国政治もインドを中心とする帝国・植民地
問題により大きく規定される新たな事態が生まれた。1880年代末のアイルランド問題をめぐる政界
再編に先立ち，当該期インド政策は，本国政治を揺るがす重要性を持ったのである。
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　Mαnchester　Me｝tα細／ndian　Cottoit　1847－1872，（Manchester，1966）．；RJ、　MGore，“lmperialism　and‘Free　Trade’Poiicy　in　lndla，
　1853－4”，Econetnic　Histoりy　Review，2nd　Series，　XVII（1964），　pp，135－145．および，描稿，躍嘆由貿易帝劉主義時代講のイン
　ド支配一チャールズ・ウッド卿のインド統治政策をめぐって一」「史学研究需161弩（1983年）等を参照。
｛4）KBo装me，　The　Feretgn　PoUcy　ef　Victoriait　E3zglaTsd　l　830－1902，（Oxford，1970）C甑ap，4＆5、；D．　GIUa紙アノ紹εξη鰐ξ¢勉瀬麟
　1828－1914，（Londen，1977）．および，野口建彦，「Jつの帝麟憲義とオットマン帝麟の解体」入江節次鄭糀著讐獲藤洋縫済
　史韮1・帝国主轟（岡文館，玉980年）所収。
（5＞拙稿，「1870年代単ぱのインド統治政策一インド根ソールズベリーとインド総督ノースブルックの政漉的舛窯を串心にし
　て一一」f史学研究3165暑　（1984年）。
（6＞　The　Cαinbridge　I∫isto，），　ef　the　Beittsli　E？nクire，　Vol．　V，　T’le　hidiαit　E？npire　l858－1918，　Chap．　X，Xlil，　H．｝1．　Dodwe銭，　Ce｝ttrai　Asia，
　1858－1918，（Cambrldge，1932＞、；M，　Cowling，“Lytton，　the　CabiRet　and　the　Russians，　Attgust　to賊ovember　l．878”，£録紹ゴ謡ゑii5ξor－
　icαi　Revietv，　LXXVI（1961）pp、59－79．；D．P．　SinghaE，　India　and　Afgltαnistan　1876rl907，（Melbottrne，1963）．；C．C．　Eldrielge，　En・
　glαnd’s　Misston：Tite加∫瞬αμ48αin　theα£θげααds轍θaitd　l）israeli　1868－1880，くLond◎n，1973｝Chap．？＆8．これらの見解
　によれば，リットンの行為はsuわ・imperiaEismと考えられる。
〈7）首掘ディズレリーのイニシアチブを霊張する1，1〈lein，’」Who　made由e　Secon（l　Afghan　Wa：・？h　fo；tmai建ぬ短催ffistOb＞，，　Vel．
　VI1王α974）PP，97－121．；Romesh　Dutt，　The　ECOitO］｝iic統5’o乳岡ノ門／麗鍛爵冒触｝’i（｝め融πAge，｛London，1903，1956　rpt．｝B－ok謄
　Chap．1．と，インド稽（のち外穣〉ソールズベリ　imの役翻を重幌する∫．1．．　Duthie，“Some　furthc’r　insi，ghts　inte　the　workl匡lg　eif
　mid－Victorian　irnperialism：Lord　Salisbttry，　the‘Foward’Gt’ottp　and　Anglo・Afghafi｝’elations：18714～1878㌦ノbtsniai　of／ntPeiitt｛
　and　Co，π7｝i徽麗α嫉Hfs’07y，　Vol，8（1980）がある。また邦語では，小谷圧之，「アジアにおける帝繍憲義の成立」歴曳掌研究会
　編Vアジア現代史i・帝国主義の縛代3（青木書胤1979年）所収。
（8）　S．（lopal，　Brltts’l　PoticY　in∬ndia　1858－2905，（Cambridge，1965＞．　Chap．2．；HふしMoore，　Liberatisnz　and∬ndta？t　Potitぜcs　1872－
　1922，（London，1966），　Chap．2．また，綿製品輸入関税撤廃をめぐる吉岡氏の優れた研究でも，第二次アフガン戦争との濁連が
　十分に評価されているわけではない。吉霧昭彦，「大不況期のイギリス綿業資本とインド輸入醒税の撤廃」轟橋畢八郎・安藤
　良雄・近藤晃編「市毘社会の経済構造．＃（膚斐閣，1972年）所収。
（9）本稿作成に際し，F東方問題」をめぐるイギリス外交と本翻致絵の縫連を論じた次の研究から承唆を憂けたg　R灘．　SetOfi－
　Watso轟，αs鷹だ，α認5伽e　and　the撫ε姻質QueSt伽ご〆1∫ξttdpu魏1）iPleinac．yα｝ま｛ξ∫》‘雛㌢Poiiiics，く恥照o鷺，1魅s｝、；lt．　Swart£，ア継
Pelttics（’，f　Britisk　Fovei9｝v　PoUCY　in伽群風砂三）isra“i｛and（）latistone，《Ox三〇紙胤93恥．また，嶺難羅外交敬簾を，敷槍搬灘の簸点か
　ら扱った坂聾氏の研究も参照。坂井秀炎，随代イギワス政治外交兜鶏翻文鞭，1979年＞31－72翼。但し，ディズレリー外
　交の理解をめぐり，筆善は意見を異にする。この点は，拙稿，嚇二次ディズレリー内閣の対’外政策再考一インド政策を中
　心にして一＝一一一」裟歴史科学諺第106号（1986年）を参照。
一　「アフガン問題」をめぐる致治的対立
（1）E．C、　Moult◎n，　Lord鐸orξ肋700檎1麗ピαラ咽伽魏f3伽伽21872－1876，（Bo曲ay，王968）Chap．6＆？，；溝蝿縮稿，「187［年代単ぱ
　のインド統鍮政策i。
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〈2）　Despatch　from　Secretary　of　State　for　India　to　Government　of　India，22january　l　875，　Secret，　No．2．　in：AFGHANISTAN．　Cor、
　resPendence　resPect翔ng　the　relαtions　between　the　Biitisi；Goventmeitt　a？td　That　ef．Afgliaitistait　since　theα00833foガ（）f　the　A”；eeγ∫heTe
　Ali　Kitan．　PZtblished　bN　Order　of　the　Seeret’ary（ef　Stαte　for∬hidia，（London，1878），〔以下AFCと略記する。一橋大学閣轡館所蔵。〕
　PP．128－129．
（3）　Letter　from　Government　of　India　to　Secretary◎f　State　for　India，7june　1875，　No．190f　1875．　in；AFC，　PP，129－135．
（4）　Despatch　from　Seeretary　of　State　for　lndia　to　Government　of　lndia，19　November　1875，　Secret，　No．34．　in：AFC，　pp．147－
　149．
（5）　　Mou夏ton，　op．　cit．，　PP．241－2531i　Klein，　op．　cit．；Duthie，　op・‘，琵・
（6｝　Letter　from　Government　of　India　to　Secretary　of　State　for　India，28　january　1876，　No，100f　1876．　in：AFC，　pp．149－155．
〈7）ノースブルックが総督在任中の1873年に，英露両躍は，アフガニスタン北部国境をOxGs　riverとすることで合意し，ロシ
　アは，アフガニスタンが窃翻の勢力欄外にあることを認めた。Letter　from　Govemment　of　lndia　to　Secretary　of　State　fGr　India，
　28March　1873．重n：AFC，　p，101、
〔8｝1837－38年の第一次アフガン戦争以後，インド政庁は，アフガニスタンの内政に干渉することを控えた。その政策は，「セ
　ポイの反配」以後一層強講され，masteriy　inactivityと呼ばれた。　Gopal，　op，　cit．，　pp．42－48，66－77．
｛9）インド北距繭境の「前進政策Jは，インド参事会員Sir　I・lenry　Rawlinson，　Sir　Bartle　Frereにより提唱された。この点につ
　いては，Duthie，　oρ．凛．を参照。
｛工Q｝　　MouEton，　oP．　cit．，峯）p．241～256．
個　ノースブルックは，ソールズベリーとの政治酌対立の過程で，1875年9月末に，非公式に総督職辞任の意向を伝えていた。
　1bfd，　Chap．8，
（11j　Despatch　from　Secretary　of　State　for　India　to　Government　of　lndia，28　February　1876，　Secret，　No．3A．　in：滋FC　pp．156－
　159．
｛聡　Telegram　from　Viceroy　to　Secretary　of　State　for　India，4November　l878．　iR；AI「C　p．　260．
ll41腿戦に釜る経緯については，　Cowling，　op．　cit．を参照。
二　1878年12月のアフガン戦争をめぐる臨疇国会
（1）HansarcVs　Parlia・inentaoi　Debales（Y）k”；：　Jlansaitdと略記する），3rd　Series，　Vol．243，　December　5，1878，　cols．3－4．
（2）Ibid．，　Lords，　December　9＆10，1878，　cols，219－298，407－520．以下の記述は，特に断わりのない隈り，この議会討論に依
　鍵している。
（3）　1bid、，　co韮．2ig．
（4｝　　∬bfd．，　col，261．
（511bid．，　cols．510－514．蒼掘デKズレリーは，醐戦前の11月9H，　mンドンのMansion　Houseで同じ趣霊の演説を行なってい
　る。Dutt，　op．　cit．　p．431．
（6｝flansard，3rd　Sevies，　Vol．243，　cols．478－499．ノースブルックは，腿戦前のll月11　f．S，ウィンチェスターのギルドホールで
｝司じ趣旨の演1説を行なっているQT触A∫gitan　Qitestion．　Sp／ieCli　oヂthe　Eart　of　Nortixbγeok，納臨e　Gittidlia（1，　Z・Vinc｛lester，　en　the　l　l　tit
　af　Nevember、1878，（Lon（董on，1878）．
（7）1877年マざラスが史上醗悪の飢鰹に，翌78年には北部地方が飢繊に襲われた。当該期の飢簸については，脇村孝平，「イン
　ド19世紀後半の飢謹と植畏地政府の対応一1880年飢鰹婆員会報蓋轡を中心として一」「社会経済史学調50－2〈1984年）
　を参照。
（8｝　Hαitsard．，3rd　Sevies，　Vo｝．243，　cots．273－288．
（9）この闘題については，Swartz，　op，　cit．，　Chaρ．2＆3が詳しい。また，　Eldridge，　op．　cit、，　Chap．7＆8も参照。
（1③　Hansard，3rd　Series，　Vol．243，　Commo聡，　December　l6＆17，1878．　cols．877－942，969－1037．以下の記述は，特に断わり
　のない限り，この議会討論に依鍵している。
（1］）　　1bid．，　col．885．
（1鱒　21a＆22°V王CTORIAE，　C．106．　An　Act　for　the　better　Government　of　India，2August　I858．　in：Stattctes　Revised，　VoE．13
　（1857－61），1）p．386－398．
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㈹　Hansard，3rd　Series，　VoL　243，　cols．896－900．グラッドストーンは，1876年3月に酬定された屡王称号法Royai　Titles　Act
　の審議でも構様の発言をし，一貫して政府による本国議会の権限侵害を罪難している。PJ．1）urrans，　’‘A　Two－Edged　Sword　：
　The　Liberal　Attack　on　I）israeiian　Imperialism”，Jottmai　of　linpastαi　and　CettzntonwealtSt∫・lfstovy，　Vol．10（1982），　pp．268－272．
（浦　Ha”sard，3rd　Series，　Vol．243，　cols．1006－1013．ソールズベリーは，1869年インド参事会法the　Council　of　lndia　Actにより，
　同参事会の独立性を奪い，本国側統治機構におけるインド掘の立場を強化した。前掲拙稿，「1870年代半ばのインド統濤政策」
　75頁。
（15）　Ibid．，　cols．932－933．
⑯　　「東方問題」をめぐるイギリスの対応については，Bourne，　Op．　cit．．　pp．125－137．；Eldridge．　op．　ctt．　Chap．8．；Swartz，　o少．　cit．，
　Chap．4＆5を参照。
㈲　Hansard，3rd　Series，　Vol．243，　cols，922－924，975．インド軍の経費負担問題については，金子勝，ぽ安価な政府誰と植畏
　地財政一英印財政関係を中心にLて一」噸島大学商学論集」48－　3（1980年）105－126頁を参照。
⑱　∬bid．，　cols．1017－1018．
（ISt　　∬bid・，　co蚕．1034，
㈱　1bid．，　col．998．「蕾国主義」Imperialismという駕語は，当該期に，政治的用語として定着した。この点については，　R．
　Koebner　and　H，　Schmi（lt，∬mψ87iatislir：The　Stoηy　and　∫igniiicance　of　a　1）oliticαl　Werd，1840－1960，（Cambri（ige，1964），　Chap．　VI
　を参照。
三　1879年4月の綿製品輸入関税撤廃論争・
｛V　前掲拙稿，「1870年代半ばのインド統治政策」。
（2＞Hansαrd，3rd　Series，　Vol．245，　Commons，　April　4，1879，　cols．375～436．　East　lndia　－Duties　on　Cotton　Goods．以下の叙述
　は，特に断わりのない隈り，この議会討論に依拠している。
（3｝　lbid．，　col，375．
（4）特に，Ernest　Noel．　Muntz，　Fawcett，　George　Campbellらの議論を晃よ。　lbid．，　coEs．392－3，405－6，423－5，428．
｛5＞　∬bid．，　cok，385．
（6）　Jbid．，　col，394．
（7）　1bid．．　col．423．
（8）　　∬bi〔ム，　col．436，
おわりに
（1＞吉岡昭彦，前掲論文232－3頁。
（2）自撫党の動向については，D．A．　Hamer，　Liberal　Potitics　i｝t　the　Age　of　Gtadstoite　and　RosebttnT，　〈Oxford，1972）．　Chap．3＆4を参
　照。
（3）前掲拙稿，「『自由貿易帝羅主義時代Sのインド支配」第一牽。
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